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審議会資料 1

平成30年6月4 日

健康推進部生活衛生課

民泊制度運営システムの導入に伴う個人情報の取扱い及び電子計算組織の外部結合について

l 経緯

急増する訪日外国人観光客のニーズや大都市部における宿泊需要のひっ迫に対応するため、住宅宿

泊事業法（以下「法」という）が平成30年6月15日から施行される｡なお、事業者の届出に関して

は準備行為開始期間として、平成30年3月15日から開始されている。

この法に基づく住宅宿泊事業（民泊サービス）に関する事務処理を効率的・効果的に行うため、国

においては、民泊制度運営システム（以下「民泊システム」という）を整備し、各自治体での利用を
推進している。

本区においても、住宅宿泊事業に係る業務を適正かつ効率的・効果的に実施するため、民泊システ

ムを利用することとする。

2 民泊システムの概要

国（観光庁）が運用する民泊システムは、平成28年6月2日閣議決定（規制改革実施計画におけ

る「届出、登録の手続はインターネットの活用を基本とする」との方針）に基づき、住宅宿泊事業に

係る住宅宿泊事業者及び住宅宿泊管理業者並びに住宅宿泊仲介業者の届出受理、監督、定期報告等の

事務処理を効率的かつ効果的に行うため整備されたシステムであり、各事業者を監督する行政機関・

都道府県（保健所設置区市を含む）がLGWAN回線を通じて保有する電子計算処理機器と結合し利

用するものである｡ （詳細は別紙1及び別紙2参照）

3住宅宿泊事業の業務内容

（1） 届出受理

ア民泊システムによる届出の受理

イ窓口での届出の受理

（2） 届出内容の確認等

ア民泊システムによる届出内容の確認 ‘

イ窓口での届出内容の確認及び民泊システムへの入力

（3） 届出番号の通知

ア民泊システムによる届出者に対する届出番号の通知

イ窓口届出者に対する届出番号の通知（郵送）

（4） 定期報告の確認等

ア民泊システムからの定期報告の確認

イ窓口届出者からの定期報告の確認及び民泊システムへの入力

（5） 住宅宿泊事業者等への監督・指導

ア住宅宿泊事業者への監督・指導

イ住宅宿泊管理業者への指導

4民泊システムで取り扱う個人情報

別紙2の通り
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5セキュリティ対策

（1）生活衛生課の管理運用・セキュリティ対策

ア端末設置場所への入退出管理

民泊ｼｽﾃﾑに使用する端末を設置する執務室への部外者の侵入を制限し､物理攻撃等から
のリスクを回避する。

イ 外部ネットワークに接続する通信回線

区に設置の電子計算組織（専用端末）と届出者が利用するシステムとを行政専用の閉域網で

あるLGWAN(総合行政ネットワーク）回線で接続し、データを暗号化する。

ウ 人的管理

専用端末は、必要最小限にするとともに、アクセスできる者も必要最小限の利用者に絞り、

アクセス履歴を記録する。

エアクセス制御

専用端末は、必要最小限の配置（2台）とする。

また、端末利用の際の指紋認証と民泊システムへアクセスする際のID・パスワードによ

る認証により、アクセスできる職員を制限する。

オ ウイルス対策

国の民泊システムにおいて、ウイルス等が含まれる可能性のある部分を除去されるため、区

がダウンロードするデータは脅威が無害化（無効化）されている。

力 区内部におけるデータの取扱い
、

個人情報は、区の専用端末のハードディスク内には残さない。

キ 専用端末の管理

専用端末は、盗難防止のためセキュリティワイヤーにより固定する。

ク 帳票の管理

届出書類等は施錠可能な保管庫で管理する。

（2）民泊システムにおける個人情報の取扱い（事業者情報の外部提供）

別紙3「民泊制度運営システムにおける個人情報等の取扱いについて」に基づいて管理される｡，

事業者に対しては、民泊システム上で届出に関する情報入力前に「民泊制度運営システム利用に

あたっての注意事項」が表示され、利用目的に外部機関への情報提供を記載し、 この利用目的に

ついて同意をとる。

なお、窓口届出者に対しては、民泊システム利用と同様に別紙3 「民泊制度運営システムにお

ける個人情報等の取扱いについて」を配布し、外部機関への情報提供についての利用目的の説明

を行ったうえで、 「誓約書（個人用)」 （別紙4－1）又は「誓約書（法人用)」 （別紙4－2）に

より同意をとる。

6実施予定日

平成30年7月中旬 民泊システムの利用開始

7審議の必要性

民泊システムの利用に伴い、目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒区条例第16号）第

15条による外部提供及び第17条ただし書による外部結合の規定に基づき個人情報の取扱いにつ

いて目黒区情報公開q個人情報保護審議会へ諮問する。

以 上
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